
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

カタログ注文型 一般形

簡易で即効性が

ある省力化投資
投資内容

オーダーメイド性

のある多様な省力

化投資

カタログに掲載

された

省力化効果のあ

る汎用製品

補助対象

個別現場の設備や

事業内容に合わせ

た設備導入・シス

テム構築

最大1500万円 補助上限 最大1億円R7-No,11 2025.9.1

FURUKAWA Town Society of Commerce and Industry Information

この通信により、会員の皆さまに役立つ情報をスピーディーにお届けしてまいります。 
また皆さまからの情報提供もお待ちしています。 
 

職員のひとりごと 
夏の甲子園、今年も楽しませてもらいました。何とい

っても今年は、県岐商の試合に心を奪われました。強豪
校を相手に全力で戦う姿は、勝敗以上の感動を与えてく
れました。日常の忙しさを忘れ、画面越しに応援に熱中
する時間は特別なひとときです。ひたむきに挑む高校生
の姿から努力や仲間との絆の大切さを改めて感じられ、
暑い夏を爽快な気分にしてくれました。（T.M） 

IT 導入補助金 2025 

業務の効率化やDX の推進、セキュリティ対策に向け

たITツール等の導入費用に活用できます。 

【通常枠について】 

補助対象経費：生産性の向上に資するIT ツール（ソフ

トウェア、サービス）の導入費用。クラウド利用料を

最大2 年分補助し、保守運用等の導入関連費用。 

補助額：業務プロセスが1～３つ：5 万円～150 万円 

4 つ以上：150 万円～450 万円 

申請要件抜粋：労働生産性について、以下の要件を全て

満たす３年間の事業計画を策定し実行することが必要

です。 ①１年後に労働生産性を３パーセント以上向

上させること。②事業計画期間において、労働生産性

の年平均成長率を３パーセント以上とすること。③労

働生産性の向上目標が実現可能かつ合理的であるか。 

※補助金の返還を求められる場合があります。 

ケース１：事業場内最低賃金の増加目標が未達の場合  

・効果報告時の直近月時点において、事業場内最低賃金

の増加目標が達成できていない場合は、補助金の額の

全部若しくは一部の返還を求める。 

ケース２：給与支給総額の増加目標が未達の場合  

・事業計画終了時点において、給与支給総額の年平均成

長率1.5 パーセント以上の増加目標が達成できていな

い場合は、補助金の全部の返還を求める場合がある。 

スケジュール：第６次申請締切日１０月３１日 

第7 次申請締切日12 月 2 日 

 

岐阜県最低賃金の改定について 
岐阜地方最低賃金審議会は、現在の最低賃金を64 円引

き上げ、1,065 円にするよう岐阜労働局長に答申しまし

た。今後、異議申出手続きなどを経て、最短で令和７年10

月18 日から改正発効の予定です。 

業務改善助成金のご案内 

当助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃

金）を30 円以上引き上げ、生産性向上に資する設備投資

等を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部

を助成する制度です。 

【対象事業者】 

①中小企業・小規模事業者であること。 

②事業場内最低賃金と地域別最低賃金（1,001 円）の差額

が５０円以内であること。 

③解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと。 

【対象経費】 

助成対象事業場における、生産性向上に資する設備投資が

助成の対象となります。 

①機器、設備の導入費用 ②経営コンサルティング費用③

その他 ※対象経費の詳細についてはHP をご覧下さい。 

また、特例事業者については助成対象経費が拡充されま

す。 

※特例事業者 

原材料費高騰など社会・経済環境の変化等の外的要因によ

り申請前３か月間のうち任意の１か月の利益率が前年同

月に比べ３％ポイント以上低下している事業者。 

【助成上限額】３０円コース・・・３０万～１３０万 

４５円コース・・・４５万～１８０万 

６０円コース・・・６０万～３００万 

９０円コース・・・９０万～６００万 

【助成率】３／４  

【助成金額の計算方法】 

助成される金額は、生産性向上に資する設備投資等に

かかった費用に一定の助成率をかけた金額と助成上限

額と比較し、いずれか安い方の金額となります。 

※10 月18 日（予定）の最低賃金の改定に対応して

事業所内最低賃金を引き上げる場合は、改定日の前

日（10 月17 日）までの引き上げが必要です。 

申請を検討される方は商工会までご相談ください。 

マル経融資（日本政策金融公庫） 
小規模事業者に限り、経営改善に必要な資金を無担保・

無保証人で利用できます。 

■貸付限度額：2,000 万円まで 

■固 定 金 利：2.00％（令和7 年9 月1 日現在） 

■返 済：運転資金、設備資金ともに120 ヵ月 


